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· 部品・素材を生産している事業所においては、温室効果ガス削減につながる最終製品に対して一定の貢献をしているにも関わらず、数字として貢献量（温室効果ガス削減効果として○○t-CO2/年など）を報告することは困難なのが現状です。
· そこで、部品・素材の生産等を行っている事業者の皆様が自社部品・素材の貢献量を算定する際、必要に応じて参考にできる情報を提供することを目的として、部品・素材の貢献量の定量化方法の手引きを作成しました。

＜基本となる計算方法＞
部品・素材の貢献量（t-CO2/年）＝最終製品の貢献量（t-CO2/年）×寄与度

	最終製品の貢献量
	· 最終製品としての温室効果ガス削減貢献量。
· 算定方法については「滋賀県製品等を通じた貢献量評価手法 算定の手引き」（平成25年3月）を参照ください。

	寄与度
	· 部品・素材への貢献量の配分指標。
· 算定方法については様々な考え方がありますが、以下では最終製品価格における金額構成比（価格）で配分する2つの方法を示しています。
①寄与度＝対象部品・素材価格÷最終製品価格
②（①が不明の場合）寄与度＝産業連関表に基づく投入係数



	①対象部品・素材等の売上額、最終製品の売上額
	最終製品メーカーや社内担当部署への聞き取りにより把握することが考えられます。

	②産業連関表に基づく投入係数
	国で公表されている産業連関表のデータに基づいて算定することが考えられます。

※滋賀県ホームページで公表中の「寄与度の簡易算定ツール」でも確認できます



※最終製品の場合や、技術的に部品・素材の貢献分が区分できる場合（軽量化など）は寄与度の考慮は不要です。（詳細は解説資料を参照）



部品・素材の貢献量の定量化方法について　手順解説

寄与度算定の手順
	STEP1
	「滋賀県製品等を通じた貢献量評価手法 算定の手引き＜実践編＞」（平成25年3月）の「実践編1 算定作業シート」で該当する算定作業シートに応じて、寄与度の設定方法（次ページのフローチャート参照）を選択します。
なお、今回は上流事業所分の寄与は含む形（下記参考１）で貢献量を算定・報告することを想定しているため、最終製品を生産している事業所（算定作業シートA）や技術的な寄与度にもとづいて貢献量を算出している事業所（算定作業シートB）は寄与度の考慮は不要です。

	STEP2
	価格（下記参考2）を指標とした寄与度を算定する上では、部品等の自社製品が最終製品に占める金額の実態に基づいた寄与度がより望ましいため、次ページ①の方法での算定をまず検討します。

	STEP3
	実際には金額情報は企業秘密上の問題から公開できない事業者が多いと考えられます。次善の策として、一定の考え方で寄与度を算出する方法として、産業連関表を活用した方法（次ページ②、②’）を用います。
なお、孫請けより下の事業所については②’と同じ寄与度を用いることで代用できるものとします。



参考1：事業所単位の貢献量と製品単位の貢献量について
	上流事業所分の寄与を含むということは、寄与度は部品・素材を生産している「事業所」の貢献量とは異なり、「製品」の貢献量を算定するということです。
滋賀県内での集計値を求める場合などにおいて「事業所」の貢献量を重複なく求めるためには、その製品を生産するために上流で部品・素材や原材料を生産する事業者による貢献も控除する必要があると考えられます。



参考2：価格による配分について
	　寄与度の設定方法については技術的な寄与度、経済価値、重量など複数の考え方があります。技術的な寄与度は関係者間の協議等で決定することになりますが、考え方の統一が困難で事業所の負担も大きくなります。また、重量は排出量との相関は高いと考えられますが、貢献量との相関は必ずしも高いとは考えられません。一方、部品の価格は原則として需給バランスによって決まりますが、対価の帰着先を遡及すると、人件費、減価償却費、営業余剰などの付加価値の和に帰着するため、客観的で一定の公平性も説明が可能な指標と考えられます。


算定作業
シートＡ
(最終製品メーカー等向け)

最終製品（評価対象製品）全体の削減量を算定
算定作業
シートB
(部品・素材メーカー向け / 部品・素材の特性から算定)

最終製品の削減量のうち、評価対象製品に関連する部分を算定
算定作業
シートC
(部品・素材メーカー向け / 最終製品の特性から算定)

最終製品全体の削減量を算定（評価対象製品による貢献を含む）
※寄与度の考慮不要
最終製品の生産額（価格）およびそれに対応する評価対象の部品・素材の生産額（価格）が把握できるか？
評価対象の部品・素材は最終製品を生産する事業者へ直接供給（元請け）しているか？
Yes
No
②最終製品への貢献分の算定（元請・平均値ベース）
最終製品と自事業所の部品・素材の平均的な価格関係に基づく評価
（産業連関表の投入係数より算定）
②’最終製品への貢献分の算定（孫請・平均値ベース）
最終製品と自事業所の部品・素材の平均的な価格関係に基づく評価
（産業連関表の投入係数より算定）

①最終製品への貢献分の算定（実態ベース）

最終製品と自事業所の部品・素材の実際の価格関係に基づく評価
（生産額・価格の関係より算定）
No
Yes

図 1.1 算定作業シートの分類に基づく寄与度の算定フロー
各算定手法の解説
①最終製品への貢献分の算定（実態ベース）
部品・素材の特性から寄与度が設定出来ず、価格を指標とした寄与度を算定する場合には、個別の部品等の製造事業者に自社製品が最終製品に占める金額を報告してもらうことが望ましいと考えられます。



	当該部品等の売上額
	最終製品に寄与する当該部品・素材（評価対象製品）の売上額。
＝当該部品等単位使用量×部品等単価

	最終製品の売上額
	効果発現製品の売上額。
＝当該部品等生産量÷当該部品等単位使用量×最終製品単価

	当該部品等生産量
	当該部品等の生産量。

	当該部品等単位使用量
	当該部品等が最終製品１単位の生産に使用される量。

	部品等単価
	当該部品等の単価。

	最終製品単価
	最終製品の単価。



例（１）－LED照明向けのプリント基板（部品・素材）を生産している事業所の場合
	
	項目
	数値例
	備考

	A
	寄与度
	0.02
	B÷C

	B
	当該部品等の売上額
	50千円/年
	D×F

	C
	最終製品の売上額
	2,500千円/年
	D÷E×G

	D
	当該部品等生産量
	5,000枚/年
	自社データより

	E
	当該部品等単位使用量
	2枚/個
	取引先提供データより

	F
	当該部品等単価
	10円/枚
	自社データより

	G
	最終製品単価
	1,000円/個
	取引先提供データや市場データより






②最終製品への貢献分の算定（元請・平均値ベース）
先述の①の方法が望ましいものの、売上額は企業秘密上の問題から公開できない事業者が多いと考えられます。そこで、一定の考え方で寄与度を算出する方法として、産業連関表を活用した方法を示します。②では最終製品メーカーに直接製品を卸している元請けの事業所の場合について解説します。孫請け以降の事業所の場合は後述する②’を参照してください。
考え方としては①と同様ですが、実際の最終製品や部品・素材の売上額を用いる代わりに、国内産業の投入と産出の関係を示した産業連関表における投入係数を用います。



	投入係数（部品・素材部門→最終製品部門）
【ツール】
	産業連関表における投入係数とは、ある産業部門が１単位の生産を行うために使用した原材料、燃料等の大きさを示したもの。生産の原単位に相当する。
＝最終製品部門への部品・素材部門からの投入額÷最終製品部門の国内生産額


※【ツール】と記載のある数値については県ホームページの寄与度簡易算定ツールにて算定が可能なもの。

例（２）－省エネエアコン向け制御部品を生産している事業所の場合
	
	項目
	数値例
	備考

	A
	寄与度
＝投入係数（部品・素材部門→最終製品部門）
	0.0598
	【ツール】より「民生用エアコンディショナ」部門への「集積回路」部門からの投入係数を引用





②’最終製品への貢献分の算定（孫請・平均値ベース）
先述の②と同様に最終製品の部品となる製品を製造している事業者のうち、最終製品のメーカーへ卸しているのではなく、元請けの事業所へ卸している事業所の対応方法について説明します。元請けの事業所の場合は前述の②を参照してください。
考え方としては①、②と同様ですが、実際の最終製品や部品・素材の売上額を用いる代わりに、国内産業の投入と産出の関係を示した産業連関表における投入係数を用います。また、②と異なる点として最終製品の間に元請けの事業者が存在する点を反映しています。


	投入係数（部品・素材部門（元請）→最終製品部門）
【ツール】
	産業連関表における投入係数とは、ある産業部門が１単位の生産を行うために使用した原材料、燃料等の大きさを示したもの。生産の原単位に相当する。
＝最終製品部門への部品・素材部門（元請）からの投入額÷最終製品部門の国内生産額

	投入係数（部品・素材部門（孫請）→部品・素材部門（元請））
【ツール】
	＝部品・素材部門（元請）への部品・素材部門（孫請）からの投入額÷部品・素材部門（元請）の国内生産額


※【ツール】と記載のある数値については県ホームページの寄与度算定ツールにて算定が可能なもの。

例（３）－省エネエアコン向け制御部品を生産している事業所の場合
	
	項目
	数値例
	備考

	A
	寄与度
	0.012
	B×C

	B
	投入係数（部品・素材部門（元請）→最終製品部門）
	0.0598
	【ツール】より「民生用エアコンディショナ」部門への「集積回路」部門からの投入係数を引用

	C
	投入係数（部品・素材部門（孫請）→部品・素材部門（元請））
	0.2010
	【ツール】より「集積回路」部門への「その他電子部品」部門からの投入係数を引用



